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◼レポート概要

・調査主体：フォーバル GDXリサーチ研究所
・調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日
・調査対象者：全国の中小企業経営者
・調査方法：ウェブでのアンケートを実施し、回答を分析
・有効回答数： 1,647人

本レポートの調査結果をご利用いただく際は、

必ず【フォーバル GDXリサーチ研究所調べ】とご明記ください。

G Xを認知している企業は

29.6%
※「知っており、他の人に説明できる」、「知っているが、説明できるほどではない」の合計

G Xに取り組んでいる企業は

35.7%
※ GXに取り組んでいると回答した企業（ステップ１～３）の合計

88.5% の企業が

今後もGXを推進する と回答

※「大幅に注力し、推進する」、「やや注力し、推進する」、「現状の取り組みを維持する」の合計



中小企業のGDXへの対応戦略

近年の中小企業経営において、その基盤強化や差別化、持続可能な経営などの実現に寄与する手法と

して、DX（デジタルトランスフォーメーション）やGX（グリーントランスフォーメーション）、ESG経

営（環境・社会・企業統治に配慮した経営）などが注目されています。これらは近年、大企業を中心

に導入が進められてきましたが、中小企業においてもその有効性が指摘されるようになりました。

関心を持つ中小企業は多いのではないでしょうか。

当研究所では、中小企業のDX、GX、ESGそれぞれの取り組み実態について把握する目的で調査を行い

ました。第１弾となるDXについては前号※１でご紹介しました。第２弾となる今回はGXを取り上げます。

GXとは、経済産業省によると「化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー中心に移行

させ、経済社会システム全体を変革すべく、エネルギーの安定供給・経済成長・排出削減の同時実現を

目指す」こととされています※２。現在、国を挙げてその推進が図られていますが、中小企業の取り組

みはどの程度進められているのでしょうか。本レポートでは、その認知度や取り組み状況から、進捗度

合い、取り組みによる効果や課題、今後の推進意向などに関する調査結果を報告します。

※１ ブルーレポート「中小企業のGDX・ESG推進戦略＜１＞～DXの認知度、取り組み、効果～」

https://www.forval.co.jp/consulting/pdf/bluereport_202603.pdf

※２ 経済産業省ホームページ「GX（グリーントランスフォーメーション）」https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/index.html

◼ 目次
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1. GXの認知度・取り組み度合い



国や自治体がGXへの取り組みを強化する中、

中小企業のGXへの取り組みはどの程度進ん

でいるのだろうか。第１章では、中小企業の

GXに関する認知度や、さらにその取り組み

状況について整理する。

まず、GXの認知度に関する調査結果を報告す

る。

最も多かったのは「知らない」（39.3％）であ

り、続けて多かった「聞いたことはあるが、よ

く知らない」（31.0％）を合わせると、70.3％

の中小企業がまったく、またはほとんど認知

していないことがわかった。

一方、前年の同時期に行った同じ調査では、

「知らない」と回答した企業は45.7％であり、

この選択肢のみで比較すると約６ポイントの

改善が見られたが、「聞いたことがあるが、よ

く知らない」との合計は70.6％であり、大きく

変化していない。全体として、この１年でGX

の認知度に関しては大きな変化がなかった。

なお、業種別で見たところ（回答企業：100社

以上）、「サービス業（他に分類されないもの）」

で認知度が若干高かった。

最も認知が進んでいることを示す「知っており、

他の人に説明できる」の回答に限れば、今回は

4.4％であり、昨年の5.4％から減少している。

GXについての中小企業の認知はこの一年で

拡大しておらず、依然として低い状態だとい

えるだろう。

1 - 1 . GXの認知度
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1. GXの認知度・取り組み度合い

4.4%

25.2%

31.0%

39.3%

知っており、他の人に説明できる 知っているが、説明できるほどではない 聞いたことはあるが、よく知らない 知らない

再掲

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日 調査期間： 2025年1月14日～2025年2月14日

◼ GXの認知度（n=1,647） ◼ GXの認知度（n=828）

5.4%

24.0%

24.9%

45.7%



1. GXの認知度・取り組み度合い
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次に、中小企業のGXへの取り組み度合いに

関する調査結果を報告する。なお、ここでは

取り組み度合いを以下の３ステップに区分し

ている。

【ステップ１】意識改革：GXに向けた省エネ

推進

【ステップ２】情報開示：温室効果ガス排出

量と削減施策の情報開示

【ステップ３】事業改革：事業戦略の再構築・

新規事業創出

最も多かったのは「取り組めていない」の

64.3％であり、これは前年同時期に行った調

査での結果（62.9％）と比較しても大きな変化

はなかった。

また、その他の回答結果を見ても、顕著な変化

は見られなかった。

【ステップ１】29.1％（昨年：29.6％）

【ステップ２】5.4％（同：6.9％）

【ステップ３】1.2％（同：0.7％）

これらの結果から、前ページの「GXの認知度」

と同様に、GXの取り組み状況もこの一年で変

化はなく、【ステップ２】以上の取り組みを行

う中小企業は１割にも満たないことがわかっ

た。

1 - 2 . GXの取り組み度合い

64.3%

29.1%

5.4%
1.2%

■取り組めていない

■【ステップ１】意識改革：GXに向けた省エネ推進

■【ステップ２】情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示

■【ステップ３】事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日 調査期間： 2025年1月14日～2025年2月14日

再掲◼ GXの取り組み度合い（n=999） ◼ GXの取り組み度合い（n=452）

62.9%

29.6%

6.9
%

0.7%



1. GXの認知度・取り組み度合い
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ここでは、GXに取り組んでいると回答した企

業に対し、７つの事例を提示したうえで、それ

ぞれの取り組み状況について聞いた結果を報

告する。

７事例の中で、「既に取り組んでいる」と回答

した企業の割合が最も多かったのは「光熱費

や燃料費の節約」（60.2％）であり、これは前

年同時期の調査結果（47.9％）から大きく数字

を伸ばした。さらに「再生可能エネルギーの

利用・利用率向上」（19.9％）や「温室効果ガ

ス排出量の測定」（14.0％）などが続いたが、

これらは２割に届かない結果であった。

その他、「GXに関する分野（温室効果ガスの吸

収・貯留など）への新規参入については半数以

上の企業が「取り組むつもりはない」と回答し

た。また、７事例のうち、実に５事例において、

「必要だと思うが取り組めていない」が最多と

なった。このように、この一年で「光熱費や燃

料費の節約」に取り組む中小企業は増えたも

のの、その他についてはほぼ進展が見られな

かった。戦略的なGXへの取り組みは限定的で

あるといえよう。

特に温室効果ガス排出量の測定や、それらに

係る情報開示は、サプライチェーン全体での

GX推進の観点から、今後ますます必要性が高

まると予測される。これに限らず、本設問で提

示した事例については、中小企業においても積

極的な推進が期待される。

1 - 3 . GXの取り組み状況

既に取り組んでいる 取り組みを検討している 必要だと思うが取り組めていない 取り組むつもりはない

再掲◼ GXの取り組み状況（n=357） ◼ GXの取り組み状況（n=167）

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日 調査期間： 2025年1月14日～2025年2月14日

GXに関する分野（温室
効果ガスの吸収・貯留
など）への新規参入

温室効果ガス排出量と
削減施策の情報開示

温室効果ガス排出量の
測定

再生可能エネルギーの
利用・利用率向上

光熱費や燃料費の節約

社員へのGX関連の資格
取得や知識習得の推進・

支援

GX推進のための部門・
プロジェクトの設置

10.2%

6.0%

47.9%

16.8%

18.0%

9.0%

6.0%

17.4%

13.8%

27.5%

19.8%

16.2%

16.9%

10.2%

38.9%

49.7%

21.6%

43.7%

40.1%

45.2%

34.7%

33.5%

30.5%

3.0%

19.8%

25.7%

28.9%

49.1%
GXに関する分野（温室
効果ガスの吸収・貯留
など）への新規参入

温室効果ガス排出量と
削減施策の情報開示

温室効果ガス排出量の
測定

再生可能エネルギーの
利用・利用率向上

光熱費や燃料費の節約

社員へのGX関連の資格
取得や知識習得の推進・

支援

GX推進のための部門・
プロジェクトの設置

12.9%

6.7%

60.2%

19.9%

14.0%

11.8%

3.9%

13.4%

12.6%

19.3%

16.0%

14.0%

14.6%

8.4%

40.6%

50.4%

17.6%

43.7%

40.6%

40.9%

30.5%

33.1%

30.3%

2.8%

20.4%

31.4%

32.8%

57.1%
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第１章の最後は、GXへの取り組みを行ってい

ない企業に対し、その理由を聞いた結果を報

告する。

GXの取り組みを行っていない理由として最も

多かったのは「他に優先すべき課題があり後

回しとなっているから」（回答企業中・42.8％）

であり、群を抜いて多かった。続けて、回答

数が２番目に多かったのは「取り組みの必要

性を感じていない」（同・29.3％）であった。

ここで、DXに関する報告を行ったブルーレ

ポートの前号※における、「DXの取り組みを

行っていない理由」の結果との比較を試みた

い。

DXでは「進め方がわからない」「専門人材が

いない」などの、実行面での課題が上位となっ

ていたのに対し、GXでは「優先度」や「必要

性の認識」などが上位となった。DXの取り組

みを行っていない理由と比較すると、GXは現

時点で、多くの中小企業にとって優先すべき

経営課題とは位置付けられていないことが推

察される。

GXを推進する中小企業を増やすためには、

経営課題との関連性やその重要性をいかに認

識し、具体的な取り組みに落とし込めるかが

鍵になると言えよう。

※ブルーレポート「中小企業のGDX・ESG推進戦略＜１＞～DX

の認知度、取り組み、効果～ 」

https://www.forval.co.jp/consulting/pdf/bluereport_202603.pdf

1 - 4 . GXの取り組みを行っていない理由

◼ GXの取り組みを行っていない理由（n=642） ※複数回答可

42.8%

29.3%

22.4%

20.9%

19.8%

18.7%

0% 20% 40%

他に優先すべき課題があり後回しとなっているから

取り組みの必要性を感じていない

時間的な余裕がないから

費用対効果が不明確であるから

具体的な進め方や手法がわからないから

専門知識・ノウハウを持つ人材がいないから

調査期間： 2025年1月14日～2025年2月14日
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2. GXの進捗度合い・効果



20.2% 6.4%

3.4%

6.2% 16.5% 17.1% 30.3%

第１章では、GXの認知度や取り組み状況につ

いて報告した。本章では、GXの進捗度合いと、

その効果に関する調査結果を報告する。

まず、GXの取り組み開始時期と、取り組み理由

に関する調査結果を報告する。

開始時期は「2019年以前」から「2025年以降」ま

での選択肢で確認したところ、「2023年」から

「2025年以降」で全体の63.9%を占めた。また、

「2019年以前」も20.2％と全体で２番目に多く、

早期から着手している企業と、近年になって開

始した企業が存在する。DXと比べると、GXは

開始した時期が比較的最近である企業が多く、

直近の数年で取り組みが広がったテーマである

ことがうかがえる。

取り組みを開始した理由をみると、「社会的な要

請やトレンドに対応するため」（31.4%）が最も

多く、次いで「事業の効率化やコスト削減、生産性

向上のため」（27.7%）、「取引先や金融機関といっ

た外部からの評価を高めるため」（24.1%）と続い

た。DXが効率化や競争力強化など経営課題への

対応として進められる傾向がある一方、GXは社会

的要請や取引先・外部評価など外部環境への対応

を起点とする傾向が強かった。脱炭素・環境配慮

への関心の高まりや、取引先・金融機関の評価基

準の変化を背景に、GXは企業の自主的な改革と

いうよりも、外部環境の変化に対応する形で着手

が進んでいる側面が大きいと考えられる。

2 - 1 . GXの取り組みを開始した時期、取り組みを行う理由

2. GXの進捗度合い・効果
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31.4%

27.7%

24.1%

20.4%

19.9%

17.6%

15.1%

10.1%

9.5%

8.1%

10.1%

0% 10% 20% 30% 40%

社会的な要請やトレンドに対応するため

事業の効率化やコスト削減、生産性向上のため

取引先や金融機関といった外部からの評価を高めるため

企業としての競争力を高めるため

気候変動や環境破壊、社会的なリスクを回避・軽減するため

中長期的な企業価値を持続的に向上させるため

法令・規則に対応するため

新規事業や新たな収益機会を創出するため

経営の強い方針のため

優秀な人材の確保、従業員の定着やモチベーション向上を図るため

その他

◼ GXの取り組みを開始した時期（n=357）

◼ GXの取り組みを開始した理由（n=357）※複数回答可

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日

■2019年以前 ■2020年 ■2021年 ■2022年 ■2023年 ■2024年 ■2025年

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日
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次に、GXの取り組みの進捗度合いについて

報告する。「非常に進んでいる」（3.6%）と、

「ある程度進んでいる」（26.9%）を合わせる

と、約３割が取り組みの進捗を実感している

ことがわかった。一方で、「どちらともいえな

い」（41.5%）と「進んでいない」（22.7%）の合

計は約６割を占め、進捗を十分に感じられて

いない企業が多い結果であった。DXで「進捗

を実感している」と回答した企業が約６割で

あったことと比べると、GXは多くの企業で発

展途上の段階にあることがうかがえる。

続けて聞いた、GXの取り組みが進捗した理由

としては、「外部専門家やコンサルタントの活

用」（31.2%）が最多で、「事業との連動」

（30.3%）、「取り組みの可視化と進捗管理」

（26.6%）が続いた。さらに、「経営層のコミッ

トメント」、「他社との連携・協業」、「補助金・

助成金の活用」の順となった。

上位２つはDXと同じ結果であり、GXにおい

ても、単発の施策ではなく、外部の知見の活用

や事業との連動などが重要であることがわか

る。DXもGXも、自社のみでの推進が難しい

場合は、必要に応じて外部専門家の知見や支

援を取り入れながら進めることが有効である

と考えられる。

2 - 2 . GXの取り組みの進捗度合い、進捗した理由

◼ GXの取り組みの進捗度合い（n=357）

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日

◼ GXの取り組みが進捗した理由（n=109）※複数回答可

3.6%

26.9%

41.5%

22.7%

5.3%

非常に進んでいる

ある程度進んでいる

どちらともいえない
進んでいない

わからない

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日

31.2%

30.3%

26.6%

23.9%

20.2%

19.3%

17.4%

11.0%

10.1%

9.2%

9.2%

9.2%

7.3%

5.5%

0% 20% 40%

外部専門家やコンサルタントの活用

事業との連動

取り組みの可視化と進捗管理

経営層のコミットメント

他社との連携・協業

補助金・助成金の活用

全体的な目標設定

人材の確保と育成

意思決定の迅速化

部門間の連携

十分な予算の確保

専門責任者の配置

その他

特に思い当たる要因はない



2. GXの進捗度合い・効果
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次に、GXの取り組み効果について、DXと同様

に、「業績向上」、「競合優位性の確立」、「採用

力向上」、「社内からの評価」、「取引先からの

評価」の５つの評価軸ごとに行った調査結果

を報告する。

「とても効果が出ている」、「やや効果が出て

いる」の合計は、「業績向上」（32.0%）が最も

高く、次いで「取引先からの評価」（27.2%）、

「競合優位性の確立」（24.6%）、「社内からの

評価」（24.4%）の順となった。いずれも３割前

後であり、多くの企業がGXの取り組み効果を

十分に実感できていないことがわかった。

P10で報告したGXに取り組む理由として上位

にあがった社会的要請や取引先・外部評価など

外部環境への対応を踏まえると、効果が現れや

すいのは「取引先からの評価」や「競合優位性

の確立」などの対外的な評価軸であることが

示唆される。

DXの同様の調査と比べると、相対的に効果の

実感が低い背景には、GXの取り組みが日々の

業務や収益改善に直結しにくいことに加え、

外部評価を起点とした活動にとどまりやすい

点があると考えられる。「何のために取り組む

のか」を組織内で浸透させ、事業や業務の変革

を進めることで、GXの効果を高められるので

はないだろうか。

2 - 3 . GXの取り組みの効果

◼ GXの取り組みの効果（n=357）

3.1%

2.8%

1.4%

4.2%

4.2%

28.9%

21.8%

12.6%

20.2%

23.0%

47.9%

51.3%

44.5%

43.1%

42.6%

20.2%

24.1%

41.5%

32.5%

30.3%

業績向上

競合優位性の確立

採用力向上

社内からの評価

取引先からの評価

とても効果が出ている やや効果が出ている あまり効果が出ていない 全く効果が出ていない

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日
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第２章の最後に、GXの取り組みを進めるうえ

での課題について報告する。最も多いのは「成

果や効果の測定・評価が困難」（29.4%）、さら

に「必要な予算・投資の確保の難しさ」

（29.1%）、「専門性の高い人材不足」（22.7%）

と続いた。また、「現場の理解不足と協力体制

の欠如」（20.2%）、「既存の仕組みやルールか

らの脱却の難しさ」（18.8%）などの、実行段階

における課題もあがった。「特に大きな課題は

ない」と回答した企業は22.4%であった。

GXの推進においては、予算や人材などの経営

資源の確保に加え、効果の可視化や評価指標

の整備が大きな課題となっている。GXは環境

対応という性質上、効果を定量的に把握しづ

らく、投資判断の難しさにつながっている可

能性がある。また、GXは自部門、自社だけで

完結する取り組みではなく、調達・生産・物流

などの各部門に加え、取引先やサプライチェー

ン全体を視野に入れた対応が求められる場合

もある。そのため、社内の横断的な連携体制

や、取引先との情報共有・協力体制が十分で

ない場合には、取り組みの推進が容易ではな

い状況が生じやすい。したがって、GXを実効

性ある取り組みとするためには、単なる資金

的支援にとどまらず、効果測定の基準や指標

の明確化、部門横断的な推進体制の構築、さ

らには取引先を含めた連携の枠組みづくりと

いった具体的な環境整備が重要になると考え

られる。

2 - 4 . GXの取り組みを進めるうえでの課題

◼ GXの取り組みを進めるうえでの課題（n=357） ※複数回答可

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日

29.4%

29.1%

22.7%

20.2%

18.8%

9.2%

22.4%

0% 20% 40%

成果や効果の測定・評価が困難

必要な予算・投資の確保の難しさ

専門性の高い人材不足

現場の理解不足と協力体制の欠如

既存の仕組みやルールからの脱却の難しさ

経営層の意識や方向性の不明確さ

特に大きな課題はない
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3. 上流企業からの

要求・今後の推進



第３章では、DXと同様に、上流企業からの要

求に関する調査結果の報告と、GXの今後の推

進意向について報告する。

上流企業からGXの取り組みを進めるよう「要

求を受けたことがあるか」を確認したところ、

「ある」は7.2%、「ない」は92.8%であった。

昨年実施した同様の調査では「ある」は8.2%

であり、大きな変化はみられなかった。昨年に

続き、現時点では、上流企業からの要求が急激

に強まっているとは言えず、要求が発生してい

る範囲は限定的だといえる。

なお、業種別（回答数100以上）で見ると、建設

業、卸売業で、全体平均をやや上回る結果（建

設業で「ある」が約20%、卸売業で約17%）が

見られた。これらの業種は、サプライチェーン

の中間層や受注型産業として上流企業との取

引関係が密接であり、環境対応や情報開示に

関する要請を受けやすい構造にあるからだと

考えられる。特に建設業では、大手企業を中

心に脱炭素や環境配慮の取り組みが進められ

ており、その影響が波及している可能性があ

る。

全体としては、現時点での要求は限定的である

ものの、今後はサプライチェーンが必ずしも強

固でない業種においても、GX推進の要請が

徐々に広がっていく可能性も考えられる。

3 - 1 . 上流企業からの要求

3 . 上流企業からの要求・今後の推進

◼ 上流企業からの要求（n=1,382）

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日

8.2
%

91.8%

ある

ない

再掲 ◼ 上流企業からの要求（n=828）

7.2
%

92.8%

ある

ない
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調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日



ステップ１
（意識改革：GXに向けた省エネ推進）

ステップ２
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の

情報開示）

ステップ３
（事業改革：事業戦略の再構築・新規事業創出）

4.1%

9.3%

25.0%

26.8%

42.6%

41.7%

55.0%

48.1%

33.3%

1.7%

12.4%

大幅に注力し、推進する やや注力し、推進する 現状の取り組みを維持する やや縮小する 大幅に縮小する・推進する予定はない

5.6%

29.7%

53.2%

1.4%
10.1
%

大幅に注力し、推進する

やや注力し、推進する

現状の取り組みを維持する

やや縮小する

大幅に縮小する・推進する予定はない

3 . 上流企業からの要求・今後の推進
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最後に、GXに取り組んでいる企業に対し、今後

の推進意向について聞いた。「大幅に注力し、

推進する」が5.6%、「やや注力し、推進する」

が29.7%、「現状の取り組みを維持する」が

53.2%となり、現状維持を含めて88.5％の企業

が、今後もGXを継続する意思を示している。

ただ、最も多い回答が「現状の取り組みを維持

する」であり、GXは現時点では積極的に拡大

するというよりも、現状維持を軸に慎重に継続

する段階にあるといえる。

GXの取り組み度合いのステップ別に見ると、

DX同様に、ステップが進むほど「大幅に注力し、

推進する」、「やや注力し、推進する」の回答合

計の割合が高まる傾向が見られた。具体的には、

「ステップ１（意識改革：GXに向けた省エネ推

進）」では30.9%、「ステップ２（情報開示：温室

効果ガス排出量と削減施策の情報開示）」では

51.9%、「ステップ３（事業改革：事業戦略の再

構築・新規事業創出）」では66.7%と段階的に

上昇していた。GXもDXと同様に、実践を通じ

て意義や効果を実感するほど、さらなる推進

意欲が高まる構造にあると考えられる。

3 - 2 今後の推進について

◼ 今後の推進について（n=357）

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日

調査期間： 2026年1月14日～2026年2月13日

◼ 今後の推進について×GXの取り組み度合い（n=357）
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〇 GXは国が進める成長戦略のひとつ／中長期視点でGX推進の検討を

フォーバル

GDXリサーチ研究所

所長 平良 学

本レポートでは、中小企業GXへの取り組みについて、そ

の認知や取り組み状況に加え、さらにその効果や課題、

今後の展望などに関する調査・分析を行った。

第１章では、まずGXへの認知度や取り組み状況を紹介し

た。GXの認知度を測る調査では、「知らない」を選択した

企業が39.3％に及んだ。DXの同調査では、「知らない」の

結果が16.6％であり、その認知度の低さが伝わるだろう。

さらに、その「知らない」層を除いた企業に対して取り組

み度合いを聞くと、「取り組めていない」と回答した企業

が64.3％となった。

続く第２章では、GXの進捗度合いや効果に関する調査

結果を報告した。GXに取り組む理由としては、社会的

要請や取引先・金融機関の評価などが多く、外部環境へ

の対応を起点とする傾向が強いことがわかった。

第３章では、GXに関する上流企業からの要求の実態や、

今後の推進意図について報告した。このうち、今後の推

進意向については、GXへの取り組みステップが進んで

いるほど今後の継続意向も高くなることがわかった。

GXは、単なる環境対策にとどまらず、省エネや脱炭素

に向けた施策を通して持続可能な経営体制の構築を図り、

同時にコスト削減・売上増加や信用力アップを獲得する

考え方、またはその変革に向けた取り組み、と捉えるこ

とができよう。メリットとしては、光熱費や燃料費の削

減に加え、外部評価の向上が考えられ、それによる資金

調達や新たなビジネス機会の創出につながる可能性もあ

る。しかしながら、その推進には多くの経営資源の投入

が欠かせないため、躊躇する企業も多いだろう。

本レポートでもご紹介したとおり、GXの取り組みを進め

るうえでの課題には以下のようなものがある。

・成果や効果の測定・評価が困難（29.4％）

・必要な予算・投資の確保の難しさ（29.1％）

・専門性の高い人材不足（22.7％）

GXの推進には資金や人材面の強化に加え、温室効果ガ

ス排出量の測定や自社の取り組みの客観的評価など、専

門的な知見も必要になる。財政的支援はもとより、専門

家や外部知見の活用などにより、推進体制をいかに構築

できるかが重要となる。加えて中長期的な事業への影響

や差別化のイメージ化などが有効だろう。

また、約１年前のGXに関する調査と比較すると、各調査

項目において大きな進展が見られなかった。GXへの取り

組みは外部環境への対応を起点とする傾向が強く、社会

の関心・社会からの要請自体が拡大していない可能性もあ

る。そのような中でもGXを推進する意識を高めるため

には、まずは経済界全体でなぜGXが必要なのかについ

ての認識を高めることが欠かせない。そして個社単位で

は「何のために取り組むのか」を組織内で浸透させ、

GXが中長期的な観点で持続可能な経営を実現する手法

であることを組織全体で認識する必要があるだろう。

GXは日本経済の成長戦略のひとつとして位置づけられ

ており、その重要性は中小企業にとってもますます大き

くなると予想される。ぜひ、本レポート結果を参考とし、

GXへの取り組みを強化してもらいたい。

1992年、株式会社フォーバルに入社。九州支店での赤字経営の立て直し、コンサルティング事業の

新規立ち上げを経て、2022年に新たに発足した中立の独立機関「フォーバル GDXリサーチ研究所」

の初代所長に就任。中小企業経営の実態をまとめた白書「ブルーレポート」の発刊、独自・共同

研究の実施、全国の中小企業経営者に向けたGDXやESGの講演、毎回数百人を超える中小企業経営

者向けのイベントなどを通じて、中小企業のGDXを世に発信。「中小企業の持続可能な発展を支え

る研究機関としてなくてはならない存在」を目指し活動している。

フォーバル GDXリサーチ研究所 所 長 平良 学
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